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まえがき
従業上地位分類 (classificationof status in employment)は，産業分業，職業
分類と並んで，重要な経済統計分類である。これら三つの国際分類基準の策定
は，労働統計の国際比較の向上のうえでも必要不可欠な作業である。国際標準
産業分類（国連統計委員会），国際標準職業分類 (ILO統計局）は， 国際統計専門
機関を中心に数次にわたる国際基準の改定作業がすすめられてきた。従業上地
位分類は， 各国で多様な形態で運用されているが， その国際基準としては，
ILO統計局， 国連統計委員会を中心に検討・策定されてきたが， 相対的に単
純な現行の国際基準が定められているだけである。
現行の国際従業上地位分類 (InternationalClassification of Status in Employ-
ment, 略称ICSE)は， 1947年の第6回国際労働統計家会議(InterationalConference 
of Labour Statisticians, 略称 ICLS)の労働力統計，雇用・失業統計の国際基準
の策定に関連して規定され， 1948年の国連人口委員会によって人ロセンサスの
経済活動人口の規定の分類として勧告され， 1950年に人ロセンサスの国際基準
として採択された。その後， ILO第9回ICLS(1957年）で初めて組織的に ICSE
の改定草案が論議されたが，意見の一致をみるにいたらなかった。 ILO, 国連
等の論議を経て， 1992年の ILO労働統計専門家会議で，初めて ICSEの基本的
枠組みについて，体系的な改定案が提起され， 1993年の第15回ICLSの会議1)
1) ILOの第15回国際労働統計家会諮 (ICLS)は， 1993年1月19-28日に ILO事務局
(Geneva)で開催された。労働統計の国際基準の策定を任務としている ICLSは，
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第13回 ICLS(1982年）で採択された労働力統計の新しい枠組み，概念と方法を中心
に，労働諸統計の国際基準の改定，特に発展途上国における関連統計の整備と国際基
準の適用を課題として活動している。
今回の第15回 ICLSでは，以下の報告が提案され，討議された。
Report I General Report① 
Report I Statistics of strikes, lokouts and other forms of industrial 
actionR 
Report皿 Statisticsof employment in the informal sector③ 
Report N Revision of the International Classification of Status in Emp!o-
yment④ 
会議での討論と決議の採択いたる経緯は， Reportof the Conference (採択され
た決議も収録されている）として公表されており，採択された決譲は，以下のとおり
である。
Resolution I Resolution concernig statistics of strikes, lokouts and other 
action due to labour disputes⑥ 
Resolution I Resolution concernig Statistics of employment in the informal 
sector⑥ 
Resolution皿 Resolutionconcernig International Classification of Status 
in Employment (!CSE)⑦ 
会議の一般報告①では，第14回 ICLSでの討論を受けついで，統計局から，労働力
統計の概念と方法の精緻化として，休業(absencefrom work)の概念と測定，雇用
所得 (incomefrom employment)の問題が報告され，また労働勘定体系 (labour
accounting system)の主要概念と原理の概要についての報告がなされた。また次の
16回 ICLSにいたる今後5年間の統計局の｝主要な調査研究の課題として， 1)労
働統計の行政記録（業務統計）の利用， 2)不完全就業の測定， 3)労働時間統計，
4)労働生産性， 5)貧困水準の測定， 6)職業障害，疾病統計， 7)労働統計訓練
プログラムの発展，が提起されている。いずれも現代の労働問題にとって関心の深い
テーマが課題とされている。会議では，労働争厳によるストライキ， ロックアウト統
計②，ィンフォーマル部門の統計③， 国際標準従業上地位分類 (!CSE)④ に関する
報告と決議草案が提案され，討論の結果，それぞれ，修正決厳（⑥～⑦）として採択
された。雇用所得統計は，雇用状態（失業）と経済的貧困の関係の概念と測定の問題
としてとりあげられてきたテーマである。それは，有給就業と自営就業から派生する
賃金（雇用者所得）とその他の収入（自営所得と利潤等）の諸規定と労働者福祉の雇
用者（被傭者）， 使用者の負担分（間接賃金部分） を統合した広義の所得統計の体系
化（現行の賃金統計と労働費用統計の再検討とその総合化）をめざすものである（岩
井〔41〕，参照）。
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で，改定 !CSEに関する決議が採択されるにいたった。会議に提案された改定
!CSEの基本的枠組みは以下のとおりである。
1 被傭者 (Employees=EE)
-1.1常用被傭者 (RegularEE), 1. 2中枢管理被傭者 (Chiefexective EE), 
1. 3その他の被傭者 (OtherEE) (臨時被傭者 casualEE., 短時間被傭者 short-
time EE, 屋外被傭者 outworkingEE, 契約被傭者 contractorEE, 二次被傭者
seconded EE, 労働組員 workgang menbers, 見習い被傭者 apprenticeEE) 
2 使用者 (Employers=EY) 
-2.1常用被傭者のいる使用者 (EYof regular EE), 2. 2その他の使用者
(other EY) 
3 自営業者 (Own-accountworkers=OW) 
-3.1中核自営業者 (CoreOW), 3. 2その他の自営業者 (otherOW) 
4 貢献家族従業者 (Contributin~Family workers=CW) 
5 従業上地位分類の不能者 (Workersnot classifiable by status= WN) 
C一般に employeesは雇用者， employersは使用者と訳されているが，
雇傭の労使関係を明確に表現するには，前者は被傭者，後者は麗傭主と訳する
のが妥当である。以下，被傭者と使用者（雇傭主）の訳を使用する）
改定 !CSEでは，分類の基本的単位は「仕事」 (job職種）とされ，仕事（職
種）との諸関係において個人（世帯）が分類される。 ILO第13回国際労働統計家
会議で労働力人口（就業者）の有給就業（雇用者）， 自営就業（自営業者，使用者，家
族従業者）への 2区分が採択された。「有給就業の仕事（職種）」と「自営就業の
仕事（職種）」への 2区分を基礎にして，従業上地位分類の主要区分とその副区
分の分類基準として，仕事（職種）の有職者が有する「経済的リスク (economic
risk)のタイプと範囲」， 事業所や他の従業者への「管理 (control)のタイプと
範囲」の二重の分類標識の規定が置かれる。それは，現実の労働市場，労使関
係，雇用状態に基づいて，従業上地位の主要区分と副区分（中核区分とその他の
副区分）を分類しようとするものである。それは有給就業の仕事（被傭者）なら
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ば，「明確（文書上または口頭で）か暗黙の雇用契約」の形態とその強度によって，
細分類される。たとえば被傭者は，常用の被傭者，支配的管理職の被傭者，そ
の他の被傭者（臨時的被傭者，短期間被傭者，家内被儲者，契約被傭者．二次被傭者な
ど）の副次的区分に細分類される。このように，現実の雇用（就業）状態に則し，
その「経済的リスク」（雇用契約の形式と実態）の度合によって，被傭者の副次的
区分， 特に臨時的， 短時間被傭者，二次被傭者（派遣労働者）などの現代の不安
定雇用の諸形態に関する諸区分が試みられている。同様に，自営業者について
も，その小生産手段と雇用者への支配・隷属関係によって，中核自営業者とそ
の他自営業者の区分（フランチャイス窟i営者， 小作人， 共同資源開拓者，生産者・消
費者共同組合員），に副次的に分類されている。
第15回 ICLSでは，この ICSE改定案に対して多数の異なる意見が出さ
れ，一定の修正のうえ決議が採択された。修正決議では， ICSEの基本的枠組
みの主要区分に生産者共同組合員が残存させられ，副次的区分もその処理は各
国の状況で異なるので，「グ）レープの統計的処理」 として併記され， その運用
は各国に委ねられた。 ICSE改正案の詳細区分は次回 ICLSにおいて継続討
議することになった。
本稿の I節では， ICSEの改定の系譜と動向を概観する。 1I節では， 改定
ICSEの基礎にある基本的概念と分類標識について，関連する主要研究を参
照・吟味しつつ，今回の ICSE改正に主等的役割を果たした ILOの E.ホフ
マン (Hoffmann)の所説を考察する。 m節では，第15回 ICLSに提案された
ICSEの基本的枠組みと決議について，その主要な内容と論点を紹介し，今回
の改正 ICSEの意義を考察する。
I 国際従業上地位分類 (ICSE)の改定動向の概要
ICSEの改定の系譜と動向は， E. ホフマン (Hoffmann,!LO統計局）の総括
論文（〔4〕1987), ICSE改定のための労働統計専門家会議での報告 (ILO〔げ〕
1992)および第15回国際労働統計家会議 (ICLS)での改定 ICSEの報告 (!LO
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〔18〕印93)で概観されている。以下， ICSEの改定の系譜と動向について，若
干の原資料にたちかえりながら概観する。
1) 国際連盟統計専門家委員会 (1938年）は，「有業人口の相異なる分類シス
テム」として， (a)経済活動の部門別分類（産業分類）， (b)個人の地位別分類（従
業上地位分類）， (c)個人の職業別分類（職業分類）を取り上げ， 規定を与えてい
る。会議は，従業上地位分類に関する最初の国際的規定を各国に勧告している
(〔31),p. 62-63)2)。
1 使 用 者（職業で有給の補助員を有する自営業者）
2 自営業者（単独か，または家族の構成員の扶助を受けている）
3 家族従業者（職業で家族の長〔世帯主〕を扶助している）
4 賃金・俸給の取得者一a役員， 支配人， bその他の者（俸給取得者，賃金
2) Leage of Nation Statistics of the Gainfuly Occupied Population. Definitions 
and Classifications Recomm訊tiedby t加 Commiteeof Statistial Experts, 
Studies and report on statistical methods, No. 1, Geneva, 1949. この資料の抜
粋は (ILO⑬1) 1943)に収録されている。引用は〔31〕の文献からのものである。
国際連盟の国際従業上地位分類の規定の背後には，各国での従業上地位分類の規定と
運用があった。例えばアメリカでは， 10年毎の人ロセンサスにおいて， 1910年のセン
サスで「従業者の階級」 (classof worker, 従業上地位）についての質問事項が設
定されていた (A.R. Eckler The Bureau of C切susPraeger Publishers, 1972. 
p. 233)。合衆国1930年人ロセンサスでは，失業調査票のコラム〔k〕「従業者の階級」
は， W賃金・俸給労働者（被傭者）,E使用者（雇傭主）， 0自営業者からなっている
(U. S. Department of Commerce, Bureau of Census, Fifteenth Census of U. 
S. 1930, Cording Instructions for the Unemployment Sedule, U.S. GPO. 1930, 
p. 9)。合衆国1940年の人ロセンサスでは，人口調査票のコラム〔30〕「従業者の階級」
は，次のように規定・分類されている。分類の基準は就業者と公共緊急事業従事者を
対象に「調査週の現在の労働または仕事（「職種」）と個人の関係を分類基準とされて
いる。従業上地位分類は， 1賃金・俸給労働者一(a)民間の賃金・俸給労働者と (b)政
府労働者， 2使用者（雇傭主）ー企業に雇用されて，管理経営の機能を果たしてい
る有給の支配人（管理職）は，使用者ではなく労働者に含まれる， 3自営業者. 4 
無給家族従業者からなっている (U. S. Department of Commerce, Bureau of 
Census, Sixte卵 thCensus of U. S. 1940, Population Volu加 IllT加 Labor
Force Part 1 : United States Summary, U. S. GPO, 1943, p. 6)。
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稼得者）
委員会は，賃金・俸給取得者を (a)役員，支配人と (b)その他の者に識別す
ることの意義を認めつつも，その情報収集に関してはほとんど信頼性がないと
みなしている（何故なら一部の国々では (a)の区分を使用者に分類しているからである
とされる）。また (b)を俸給取得者と賃金稼得者に分類することも，各国の法規
と社会保険の相違などの多様な理由により国難をともなっているが，可能なか
ぎりこれらを識別することは有用であるとみなしている。しかし， ICSEの基
本概念と分類標識の定義には言及されていない。
2) 大戦後最初の ICSEの国際的規定は， ILO第6回 ICLS(1947年）の労
働力統計（雇用・失業統計）にかんする報告と決議で提案されている。
第 6回 ICLSの「報告」では， 従業上地位（産業の地位と呼称されている）は
「個人の雇用にかんする個人の地位である。それは， 使用者， 独立の自営業
者，俸給被傭者と賃金稼得者，家族従業者からなる」と規定されている。また
支配人 (managers)と役員 (directors)を使用者にいれている国もあり，各国の
実務の状況から，国際比較には，支配人と役員を別掲すべきである」とされて
いる（止〇〔6〕,p. 18)。
また従業上地位分類は，職業分類（「個人の職能，専門職または仕事の形態の分類」）
と産業分類（「個人の職業とは関係なく就業する事業所の活動の分類」）との関係におい
て，独自に規定，発展されなければならないことも指摘される。採択された決
議では， 民間（文民）労働力人口中の就業者は次のような ICSEの区分がなさ
れるべきであると提案されている (!LO口〕， p.54)。
(a) 公共または民間の労働者（被傭者）
(b) 使用者（雇傭主）
(c) 被傭者を有しない自営業者
(d) 無給家族従業者
第 8回 ICLS(1954年）の報告でも ICSEは継続的テーマとされたが，従業
上地位分類の概念と分類標識についてたちいった検討はされなかった。民間
108 
国際従業上地位分類 (!CSE)の改定について（岩井） 851 
（文民）労働力人口中の就業者の従業上地位分類として第6回 ICLSと同じ区
分が提案され，失業者は前職の従業上地位によって分類されるぺきであると
された（止〇〔8〕， p.37)。「決議」で採択された分類は以下の区分である (!LO
〔9〕， p.45)。
(a) 被傭者
(b) 使用者（雇傭主）
(c) 被傭者を有しない自営業者
(d) 無給家家族従業者
3) 1951年の第7回 ICLSの決議で， ILO理事会に対して， ICSEの国際
基準のより組織的検討を命ずることが要請されていた（〔4幻， p.62)。これを受
けて第 9回 ICLS(1957年）では， ICSEの初の体系的な詳細な検討がなされ
た。しかし提案された従業上地位分類の基本概念と分類基準については，意見
の一致をみるにいたらず，「決議」として採択されなかった。
「報告」で提案された ICSEの地位についての基本的概念と規定は次の定義
に要約されている。「種々の国際機関により勧告された， また最も多くの国で
使用されている四つの主要なグループの特性（区分）は，二つの主な基準に基
づいているようである。すなわち他の者の地位に相対している各個人の地位と
労働の報酬の形態である」 (!LO〔印〕， p.22)。この二つの従業上地位の分類基
準一①雇用における個人の地位関係と②労働の報酬の形態ーに基づいて，次
のような従業上地位分類の主要区分とその副区分が提案された。「報告」で提
案された従業上地位の主要区分は次の区分であった (!LO 〇゜〕， p.27-28)。
(1) 使用者（雇傭主）
(2) 自営業者
(3) 生産者共同組合員
(4) 被傭者
(5) 無給家族従業者
(6) 失業者
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(7) 軍人
(8) 地位が不明の者
従来の四つの区分に加えて，生産者共同組合員，失業者，軍人，地位分類不
明者の 3区分が追加された。生産者共同組合の区分は，ソ連のコルホーズ，共
同農場，ィスラエルのキプツ (Kibbutzim)などのような生産手段の共同所有に
よる共同組合的生産の組合員の増大が背景にあった。
「決議草案」では， 従業上地位の主要区分の副区分として， 例えば被傭者
は，その雇用との関係とその報酬の形態により，次の区分も可能であるとされ
ている（同上， p.50)。
1) 賃金・ 俸給のために私的使用者（または私的機関）のために働いている者
2) 有給の選出された公務員（議員）を含む，政府部門で働いている者
3) 経済企業の管理者，役員とその他の俸給公務員。これらの者は，使用者
渾傭主）と同じ機能を果たしているかもしれないが，彼らが働いている
事業を所有していない。
4) 会社や使用者（雇傭主）のために働いており，報酬として彼らの販売の一
定の割合を受領している者（企業の収益からの分け前によって，自営業者に分
類される者は除く）
5) 主に，また専らチップのために働いている者
6) 彼らの依頼人のためよりも，一人以上の使用者（雇傭主）のために家庭で
または店で出来高払いの仕事をしている者
7) すべての家事使用人（自宅で洗濯，縫い物をしている者は含まない）
8) 報給か賃金のために働いている専門職の者
「決議草案」で提案された従業上地位の主要区分とその副区分は次のとおり
である（同上， p.51-52)。
(1) 使用者（雇傭主）ー11農業の所有権者， 12テナント保有者， 13収益分
益人 (sharecroppsrs),14その他の使用者
(2) 自営業者ー21農業の所有権者， 22テナント保有者， 23小作人， 24渡
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り職人と販売人， 25その他の自営業者
(3) 生産者共同組合員
(4) 被傭者一41賃貸料か下宿代を受領している被傭者， 42時間ベースか日
数ベー ス， 交代制別か奨励金別かで支払われた被傭者（賃貸料・下宿代を
受領している被傭者，家事従事者，見習いを除く）， 43時間， 日数，交代制よ
りも時給の被傭者（賃貸料・下宿代を受領している被傭者と見習いを除く），
44販売の歩合か手数料で支払われる被傭者（家事従事者を除く）， 45主
にか完全にかチップで収入をえている被傭者， 46家事従事者， 47見習
し‘
.(5) 無給家族従業者
(6) 失業者
(7) 軍人
(8) 地位が不明か不十分にしか記述されない者
「会議」では， 提案された ICSEについて討議し， その基本概念と分類標
識，分類の区分について，各国の実施状況から多様な意見がかわされ，国際基
準としては意見の一致をみることができず，決議として採択にいたらなかっ
た。特に提案された ICSEの二つの分類基準一① 雇用における個人の地位関
係と③労働の報酬（収入）の形態について，前者は従業上地位の主要分類標識
として認められたが，後者の報酬（収入）の形態（主として主要区分を副区分に分類
する基準に関係しているが）は， その基本的分類標識とはみなされなかった。従
って，副区分についての提案もさらなる検討の課題とされるにとどまった。
また提案された主要区分についても，新たに追加されて区分の内，生産者共
同組合員の区分は， ICSEの国際基準として承認されたが，失業者と軍人につ
いては否定的意見が多数であった。 ICSEの対象とされるのは労働力人口中の
文民労働力であり，軍人は徴兵制かどうかによってその性格を異にするが，多
くは文民労働力と軍人は別掲されており，また労働力に含める場合でも被傭者
の一部とみなされた。また ICSEの対象は労働力人口中の就業者とされてい
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るので，失業者は，その前職の従業上地位によって分類されるべきであるとさ
れた（止〇〔1),p. 28-33)。
4) 1982年の第13回国際労働統計家会議 (ICLS)において，経済活動人口（労
働力人口）， 雇用， 失業， 不完全就業の統計の再検討と新国際基準の策定と
勧告において，経済活動人口は有給就業 (paidemployment)と自営就業 (self-
employment)に2分類された。従業上地位区分は，前者に被傭者，後者に使用
者（雇傭主），自営業者，生産者共同組合員，家族従業者が含まれるべきである
と勧告された (Hussmans& othe謬〔5),岩井〔40〕，参照）。
1985年に開催された「1990年の世界人ロセンサスのための専門家会議」で，
ICSEについて論議された。会議で提案された ICSE草案は以下の構成から
なっていた (UNSO〔祁〕， p,6)。
1 使用者（雇傭主）
2 自営業者
3 被傭者ー3.1民間被傭者， 3.2公務被傭者
4 無給家族従業者
5 生産者共同組合員
6 地位別分類のできない者一6.1議員（選挙で選出された公務員）， 6.2失業
者（前職ありの失業者と新規参入者）， 6.3見習い（有給と無給）
7 軍人
8 地位不明
会議では，第一に，主要区分に軍人を含めるか否かの問題が論議され，人口
センサスにおいて総経済活動人口（軍人を含む）を対象とするか民間（文民）労働
カ人口を対象とするかに意見がわかれ， 軍人の区分は「仕事（職種）に関する
個人の地位」である従業上地位の基準と一致しないことが指摘された。また被
傭者の副区分も提案されたが，結局各国の状況の相違と意見の不一致により，
この草案は採択されなかった。ただ今後の課題として国際職業分類と国際産業
分類との規定の関係において，国際従業上地位分類の独自な検討の必要性が認
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識された（同J:,p. 5-7)。
国連統計委員会の1990年センサスの実施のための草案 (198賄三）では， ICSE
の規定は以下の主要区分にとどまっていた (UNSO,Draft, 1986. Hoffman証33〕，
p. 245)3'0 
(a) 使用者（雇傭主）
(b) 自営業者
(c) 被傭者
(d) 無給家族従業者
(e) 生産者共同組合員
(f) 地位別分類の不能者
現行の ICSEの基本的枠組みは， 国連統計委員会の 1990年センサスの実施
勧告によると，前記の主要区分の構成と同じである (UNSO〔お〕， 1990,p. 18-
19)。ILOは，国際標準職業分類の改定（〔ISC0-88〕）と並行して， ICSEの改
定への作業をすすめていた。第15回 ICLSに向けての ICSE改正案の策定の
背後には ILOの労働統計が現実の労働状態，労使関係，労働市場の実態を十
分に反映していないという認識があった。 ICSE改正案作成の担当機関である
ILO統計局の E.ホフマン (Hoffman)の論説（後に言及される）で指摘されてい
るように， 改定 ICSE案の策定の理論的な基礎研究となったのは， スクン
ディング (Standing,G.)の労働力統計への批判と労働地位アプローチの研究
(〔25〕・ 1983), ラオ (Rao,M. V. S.)の発展途上国における労働状態，雇用と従業
上地位分類の研究（〔蹄〕， 1983), コルドヴァ (Cordova,E.)の労働法の立場から
みた先進諸国における多様な形態の不定型雇用 (atypicalemployment—非正規雇
用）の規定の研究（〔1〕， 1986)等の調査研究であった。次節では，今回の ICSE
改定のベースにあるこれらの研究の概要を紹介しつつ，改定 ICSE案の基礎
3) UNSO, Draft Suppt畑 entaryprinciples and recommendations for population 
and housing censuses, United Nations Secretariat, ST/ESA/STAT/SER. M/ 
67/Add. 1, New York, 1 Aug. 
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にある基本的概念と分類標識について考察する。
I ICSE改定の基礎にある基本的概念と分類基準
従業上地位分類は，産業分類，職業分類と並んで主要な経済統計分類の一環
をなしている。従業上地位分類は，国際的な歴史的経緯をみても，産業分類，
職業分類と対比すると，その概念規定と分類標識の検討・策定が著しく遅延さ
れてきた。
産業分類，職業分類は，歴史的には，商品経済社会の発展と社会的分業の深
化を基礎にしている。資本主義経済の未成熟の段階では，社会的分業による有
用的労働の具体的表示として，「初期の『職業」概念が常に『産業」概念と混
同」して作成・利用されていた。職業分類が独自な規定をえるのは，機械制大
工業と工場内分業の成立という資本主義経済の成熟の階段に入ってからであ
る。分業は，一般的分業としての社会的分業と個別的分業としての企業内分業
へと深化する。前者を基礎として産業分類が規定され，後者を基礎として職業
分類が規定される。職業は，「労働者が生産過程で行う具体的な有用労働， す
なわちエネルギーの支出の形態の相違」によって区別，分類される。「換言す
れば，使用価値を生産する具体的労働の形態の差異がすなわち「職業』の種別
であり職業分類の基本となる」（三瀦〔3釘， p.28-29)。
産業分類と職業分類の形式的差異は，分類の単位が産業分類では事業所，職
業分類では個人にある点である。国際的標準分類の策定は，第一次大戦直後の
国際連盟 (LN), 国際労働機構 (ILO)などの国際統計専門機関の成立以降であ
る。現行の国際産業分類，国際職業分類は，第二次大戦後に，前者は国連統委
員会，後者は !LO統計局を中心に策定され，数次の改定をへて現行の分類体
系にいたっている。だが国際従業上地位分類 (ICSE)は，前節でみたように，
三者の中では相対的に著しく未発達の状態におかれてきた。今回の !CSEの
改定はその空白を埋めようとする意欲的取り組みといえる。
従業上地位分類に関する研究はわが国においても少ない。三瀦は， 産業分
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類，職業分類に関連して，国際統計専門機関およびわが国の従業上地位分類の
変遷を考察し，「個人的一或いは従業上地位ーは， 個人の雇傭の性格に関係が
ある」（三瀦，同上， p.189)ことを指摘するとともに，「『従業上地位分類」およ
びそれに類似のものが各種存在するが，要するに社会階層の統計的表象の方法
がいろいろ試みられているということができる。しかし，資本主義経済社会の
特殊歴史的な構造を表象するにはいずれも不十分である。究極的には『階級構
成表』の作成へと進まなければならない」と批判している（同上， p.195)。
従業上地位分類の地位概念について， 独自な考察をおこなったのは杉森の
研究がある（〔39〕）。杉森は， フランスの社会職業分類 (CategoriesSocioprofes-
sionnelles, 略称 CS)の地位区分について立ち入った分析をおこない，従業上地
位について独自な理論的規定を与えている。ここでは彼の結論部分のみを引用
すると以下のとおりである（同J:,p. 98-100)。産業・職業は，「技術的（あるい
は物的）な人間関係を労働力の属性においてとらえたもの」であり， 労働力の
生産力的側面にかんする分類である。「地位は物理的技術的属性要請からでな
く，それとは一応独立に， 生産手段の領有（したがってまた労働成果の領有）から
帰結される人と人との関係である」。「地位は，労働力の生産関係的な属性に
対応する」ものであり． 「地位は生産関係の単位としての． 労働力の属性であ
る」。「生産力的側面での性格が産業と職業であり．生産関係的側面での性格が
地位である」。 したがって従業上地位分類が精緻化せずに簡単な内容にとどま
っているのは，地位が労働力の生産関係的側面であり，現代社会を支配する資
本とそのイデオロギーにとって，「社会的矛盾の顕現にともない． それに対応
するために必要な対応にはなったが，資本家的視点はその展開を一面化し妨げ
たのでる」と説明されている。
ICSEの改定案の検討と決議の採択は，その歴史的経緯にみられるように，
国際連盟 (LN),ILO, 国際連合 (UN)等の統計専門機関を中心に実施されて
きたが， その基本的概念と分類基準の体系的検討は， ILO第9回 ICSEの報
告と会議での討議の他には，その積極的検討がなされずにきた。
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1990年世界人ロセンサスに向けての国連統計委員会での検討と ILO第12回
国際労働統計家会議 (ICLS,1982年）での労働カ・雇用・失業統計の再検討と新
国際基準の制定を受けての ILO統計局を中心とする新国際標準分類（特に国際
標準職業分類〔ISC0-1988〕）の策定の一環として， 国際従業上地位分類 (ICSE)
の新基準の策定が企画され，今回の第15回 ICLSでの ICSE改訂案の提案と
討議にいたった。改訂 ICSE案は， 労働統計の国際基準に関する現実の労働
状態の反映性の向上をはかる作業の一つである。
今回の ICSE改正案の策定の背後には， ILO の労働統計の現実反映性（現
実の労働状態， 労使関係， 労働市場の実態の反映の不十分性）についての批判と反省
がある。 ICSE改正案の作成には主体的役割をはたした ILO統計局の E.ホ
フマンの論説で指摘されているように， 改正 ICSE案の策定の基礎には，
スタンディングの労働力統計の批判と労働地位アプローチの所説， ラオの発
展途上国における労働状態， 雇用と従業上地位の分類の諸規定， コルドヴァ
の労働法の立場からみた先進諸国における多様な形態の不定型雇用 (atypical
employment—非正規雇用）の増大とその規定の所説，等の調査研究がある。以下，
従業上地位分類の基本概念と分類標識に関連する範囲で，これらの所説に言及
する。
1 労働地位の概念・ 分類と管理の規定ースタンディングの所説
スタンディングは， ILOのワーキング・ペーパー『労働統計への労働地位
アプローチJ(〔25〕）において，労働統計，労働力統計の基礎にある労働力状態，
労働の地位に関する理論的諸概念，諸規定を検討し，伝統的労働力統計の諸規
定が現実の労働過程の諸側面を反映していないことを批判し，労働過程におけ
る管理と支配の概念を基礎に，労働地位の分類を試みている。
彼は，「序」において伝統的労働力方式は， 1930年代のアメリカで形成され，
戦後に再規定され，第13回 ICLS(1982年）で，労働力統計の新国際基準として
策定されたが，その現実反映性に問題があることを指摘する。すなわち労働力
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方式では，労働過程，特に農業国だけでなく，工業諸国の労働過程の諸特性も
組織的に十分に考慮されていない。労働過程の焦点は「労働の地位であり，そ
れは，生産過程への管理 (control)と社会的， 物質的生産関係を通じて， 労働
過程での生産者により行われる管理によって規定される」とする（同上， p.ii-
p. iv)。
(1) 分業，職業分類，労働地位
スタンディングは4), 「労働は商品ではない」〔ILO,フィラデルフィア宜言〕とい
う観点から，労働と労働力，労働力の商品化と搾取，剰余労働の形態に言及し
ている。人間の労働力は，人間の肉体に内在する意識的合目的な労働能力であ
り， まさに人間のそのもの（労働能力）であることにより，他のもの（財貨商品）
と区別される特殊な範疇である。労働力と他の生産手段（原材料と機械等）と
を混同するのは，「他人の労働を支配する者だけ」である（ブレイヴァマン〔35〕，
訳 p.55-56)。資本主義経済の生産様式の特性の一つは，生産手段の資本家的領
有と労働力の商品化にある。生産手段の私的所有関係を基軸として，労働過程
の管理，支配と隷属の関係が派生する。
資本主義的生産様式の変革の大きな契機は，生産技術の革新に規定された資
本主義的分業の発展である。資本主義以前から社会的分業（また一般的分業）の
発展はあったが， マニュファクチュア的分業， 企業内分業（または個別分業）の
形成と発展（労働過程の諸工程を種々の作業に分解し，職業，職種を細分化する）は，
「特殊資本主義主義的生産様式の内部における分業」であり，そこでの関心は
「純粋な技術」ではなく，「むしろ技術と資本との特殊な要求との結合である」
4)スタンディングのこのワーキング・ペーパーは， ILOの TheWorld Employment 
Programme (WEP)の調査研究の一つである。スタンディングは,H. Braverman, 
Labour and Monopoly Capital (New York, Monthly Review Press, 1974), N. 
Poulantzaz, Classes in contemporary capitalism (London, NLB, 1975), 等と
Radical Political Economics関係の研究にも広く依拠している。スタンディング
の学問的立場の詳細について不明であるが， LabourForce Participation and De-
velopment (Geneva, ILO, 1981)等，主として発展途上国， 後進国の労働問題に関
連した多数の著書，論文がある。
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（同上， p.82)。
スタンディングは，職業分類と労働地位分類の基礎として分業の概念の検討
から始めている。 (a)分業の二つの形態は，① 社会的分業 (socialdevision of 
labour)と② 詳細分業 (detaileddevision of labour) 〔個別分業または企業内
分業）である（〔茄〕， p.9-11)。「職業が創られるときにいつでも，職業は詳細分
業の発展を表示している」。 詳細分業（企業内分業）の進展が職業 (occupation)
と職種 (job)の分化の基礎である。「要約すると，詳細分業は，職種 (jobs)を介
して職務 (tasks)配分に関係し，社会的分業は， 職種のグループを介して，人
々のグループの配分に関係している」。すなわち職業分類の基礎は， 詳細分類
（企業内分業）であり， 産業分類の基礎は社会的分業であることを示している。
(2) 識業と技能
スタンディングによると， 職業は， 一般に「一定の範囲で学習される， ま
たは「経歴』 (career)を通じて訓練される関係作業の活動のひと組と定義され
る」。職業はさらに多数の職種 (job)の小組からなっている。 また「職業は，
種々の作業活動の複合体であるとともに，地位 (status)の表象」でもある。職
業は技能の向上を基礎とするヒエラルキー（階層制）と管理に関連している。彼
は， イギリスの標準職業分類 (DODOT), ILOの国際標準職業分類 CISCO),
アメリカの標準職業分類 (DOT),カナダの標準職業分類 (CCDO)を参照してい
る。 ILOの国際標準職業分類 (ISCO)や各国の標準職業分類で使用されている
諸基準には， (i)主要な活動の種類， (ii)使用材料， (iii)使用設備， (iv)提
供されたサービス， (v)支配のレベル， (vi)技能， (vii)雇用の地位， (viii) 
資格，があることを指摘している（同上， p.14)。
第13回 ICLSに向けての ISCO改定の報告において，職業分類と技能基準
について次のように規定されていることが指摘されている。「技能的観点は，
既に多くの職業分類に反映されており， ISCOでも同様に使用されている。し
たがって技能を新しい基準として導入することは問題でないばかりか，可能な
かぎり妥当性のより少ない他の基準よりも技能基準に優先権を与えるべきであ
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る」（同J:.,p. 14)。すなわち ILOの国際標準職業分類の主要基準は技能のレ
ベルであるとされている％
彼は，「技能は肉体的能力と創造的能力の結合を意味する。技能は訓練と労
働経験を伴う学習過程を意味する」と述べている。そして三つの技能の概念と
して， Ci)技術としての技能， (i)自主性 (autonomy)としての技能， (ii)地
位としての技能の区分を論じている。特に，「社会的地位」としての技能では，
人工的な技能階層制と職業との関係が論じられ，職業と技能の程度が「剰余労
働の配分」と「労働管理の諸形態」に関与しており，労働者の地位と報酬の不
平等を生みだしていることが指摘される（同上， p.15-17)。「職種 (job)を概念化
し，分類するのに有用な出発点」は，「技能の三つの局面によって」，それらを
考察することである。その指標は，① 幅(breadth),② 進歩性(progressiveness),
⑧ 管理的地位 (controlstatus)であるとされる。
現行の労働力方式の労働力概念は，新古典派理論にもとづいており，労働力
調査の結果（月々の現在の雇用状態）によって，経済活動人口（就業者〔使用者，賃
金労働者，自営業者，家族従業者〕と失業者）と非経済活動人口（そこでは求職意欲喪
失者や潜在的労働力参入者などが考慮されない）に 2分される。この労働力の 2分法
5) B. S. ・Ehrestrom, Report prepared for the /LO concernig the case of a r函 sion
of the ISCO (Geneva, ILO, August 1982), p. 35. 第13回 ICLSの ISCO改正
勧告を受けて，第14回 ICLS(1987年）において ISCOの改定決議が採択された。
1990年に改定国際職業分類（〔ISC0-88」)が公刊された。三瀦は，〔ISC0-88草案〕
（第14回 ICLSに提案される草案）についての研究ノートで， 「"Typeof work 
performed" (遂行される労働 workの種類）が職業の定義や分類の基礎的原理と
して用いられた。――"Typeof work" (労働の種類）を決定するのは， その job
を行うにあたって必要とされる skill(技能）の程度である。そして skillは skill
level (技能水準）と skillspecialzation (技能分野）によってその内容がきまる」
ことを指摘している（〔37),p. 37)。詳しくは， ILOISC0-88 International Sta-
ndard Classification of Occupations (Genava, ILO, 1990), p・2-3, 参照。なおフ
ランスの最近の試み（フランスの社会職業分類 C虹egoriesSocio-professionnelles, 
略称 CS)における技能，支配レベル，雇用の地位， 社会経済的特性，等が参照され
ている（〔24〕，参照）。
119 
862 闊西大學「純清論集」第44巻第5号 (1995年 1月）
（労働力方式）は，「労働過程を正しく描写していない。労働管理のメカニズム，
生産様式や分業を十分に表示していない」と批判する。 2分法は経済活動の水
準を反映するように分類されるべきであり，労働地位と労働管理に視点をすえ
て再検討する必要があるとされる（同上， p.25)。
(3) 労働過程と労働地位の概念化
1) スタンディングによると，労働過程は社会的生産過程から派生する労働
の過程である。生産過程は生産の社会的諸関係（生産手段の所有関係を基軸とする
生産諸関係）であるが，労働過程は，生産関係に規定された物質的生産過程であ
る。したがって，生産過程では，労働過程への直接生産者の関係，生産者と非
生産者の関係，生産過程の一定の部分への権利または管理が問題となる。労働
過程における「労働関係の意義のキーワードは，『管理』，『所有』，『使用』，『交
換」（または「義務の』）と「搾取」である」と規定される。 これらの諸規定の中
でまず第一のキーワードとして「管理」の概念が問題とされる。そこでは「『完
全な』，『部分的な』，または『無」の管理をもつ労働過程の七つの局面」が対
象とされる（同上， p.25-31)。
2) 社会的生産過程と労働過程における労働地位の各範疇・ 区分は，以下の
七つの管理規定を基準（分類標識）として分類される。 (i)自己への管理（労働力
の管理）， (i)労働時間への管理， (ii)生産手段への管理， (iv)原材料への管
理， (v)産出（生産物）への管理， (vi)産出の収益への管理， (vii)労働の再
生産（技能）への管理。すなわち， 労働過程において， 労働地位の各区分に帰
属する者（小作人，賃金労働者，地主，使用者〔資本家）， 等）が， これらの分類標
識に対して， いかなる「管理」 ct配・隷属）関係にあるが問題とされる。スタ
ンディングによると，労働地位の分類において，地位の概念化は多くの困難を
伴っている。例えば，賃金労働者は記述的区分であるが，ブルーカラーは分析
的区分である。従って「同一とみなされる地位は特定の社会的生産関係を反映
すべきであり」， また「特定の特質的生産関係（または労働と労働市場関係）を反
映する重要な地位のサプセット」を考慮にいれる必要があるとされる（同上，
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p. 30)。
労働地位分類における「関係する社会関係は，管理の関係，支配と従属，生
産手段，原材料，産出， 所得，技能形成との関係である」。 この観点からみる
と，現行の従業上地位分類（伝統的な4つの労働力方式の地位分類ー使用者，賃金・俸
給労働者，自営業者，無給家族従業者）は， 「管理の厳密な特性と社会的生産関係を
リアルに識別しているとはいえない」と批判している（同J:, p. 31)。
労働地位の区分は「特殊な社会的生産関係に基礎」をおかなければならな
い。そこでは， 社会的生産過程の七つの局面の管理の範囲を分類標識とする
「特殊な組み合わせ」（クロス）からなる18の労働地位の主要区分が識別され，
分類されている。ただしそこでは，「管理の範囲」すなわち管理の「完全」，「部
分」，「無」の標識に限定して考察されている（同上， p.31-52)。
(i) Slave徽隷）， (i)Serf濃奴）， (ii)Servant (召使い〔家事使用人〕）， (iv)
Bonded labourer (負債労働者）， (v)Sharecropper (小作人）， (vi)Artisan 
(craftman)償い〔技能エ〕）， (vii)Wage worker or proletarian (賃金労働者
またプロレリタ）， (vii) Semi-proletarian (半プロレタリア）， (ix) Peasant 
（農民）， (x)Tribal cultivator (部族の耕作者）， (xi)Nomads激牧民族），
(xii) Family worker (家膨足業者）， (xii)Apprentice環習い）， (xiv) 
Co-operative worker (共同組合従業者）， /(xv)Landlord (地主）， (xvi) 
Lord/master (親方）， (xvii)Chief (チー フ〔組織・集団の長〕）， (xviii) Mer-
chant (商人）， (xix) Employer (capitalist) (使用者〔資本家〕）
各労働地位区分と管理の範囲の関係は，表 1の「管理関係別労働地位のマト
リックス」表に一覧される。
これらの18の労働地位区分は，先進資本主義諸国，発展途上国，後進国のす
べての経済発展段階の諸国における労働力人口海i済活動人口）の雇用・就業状
態が対象とされている。農業，手工業などの自営就業が支配的な商品生産過程
121 
864 闊西大學『経演論集」第44巻第5号 (1995年1月）
表1 管理の関係別労働地位のマトリックス
管理の局面
労働力労働時間生産手段原材料産出 産出の収益 技能
労働地位
奴隷
農奴
召使い
（家事使用人）
負債労働者
小作人
職人（技能エ）
賃金労働者また
フ゜ロレタリア
半フ゜ロレタリア
農 民
部族の耕作者
放牧民族
家族従業者
見習い
共同組合従業者
?? 主＊
方＊
チーフ
（組織・集団の長）＊
商人＊
使用者（資本家）＊
??
?????
?????
ー/0
?゜?
??
?
?
?
?????
-/0 0 
ー/0 -/0 
+ 0 
0 0 
+ 0 
0゜ 0 
ー/0
0 0 
?
??
??????
??
???
??
゜＋ 
0/+ 
ー/0
0/+ 
???
??
?
?
?
? ?
? ? ? ? ?
0 0/+ 
＋＋ 
+ + 
????
（注）＊これらの地位については，数値は他人の労働力，労働時間，等への管理を表示し
ている。たとえば，地主 (Landlords)は，借地人によってなされた時間／労働
の種類への部分的または可変的な管理 (0)をもっている。
（コー ド） ー：管理の欠如（無）
〇：部分的または可変的管理
＋ー：原則として，完全な管理
（出所） Standing 〔茄〕， p.53. 
から機械制大工業などの資本主義的な生産関係，雇用関係が支配的な商品生産
過程にいたる諸々の労働過程における労働の地位状況が問題とされている。こ
こでの「管理の局面」は，各労働地位区分に属する者（自己）からみた労働過程
の主要な契機（労働力，労働時間，生産手段などの七つの契機）の規定に対する管理
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の有無， 度合いの表象であり，（一印は管理を有しない， 0印は部分的， 可変
的管理を有する，＋印は原則として完全な管理を有する）を表示している。表
の……の上部の区分は，管理・ 支配され，搾取される者の区分（賃金労働者，奴
隷，など）と農民，職人などの相対的に自己管理の範囲の広い自営業者などの
区分からなり， 下部の区分（地主，使用者〔資本家〕， など）は， 他人に対して管
理・支配し，搾取する側の区分からなっている。
ここでは個々の区分の説明にたちいらないが， 使用者（資本家）の区分では，
その役割において「生産的労働」と結合しない「中間的権威（支配権）」の地位
にある支配人（管理職）の取扱いには問題が多いことが指摘される。彼らは，採
用と解雇の責任をもつことを通じて労働力への外的管理を所有している。彼ら
は「イデオロギー抜きの形式的観点」からは使用者（雇傭主）とみなされないと
されている。スタンディングは，いわゆる「経営者革命」~営と所有の分離），
現代の資本家としての支配的管理者層について明確な見定を与えていない（し
かしこの論点については， N.Poulanzas, Clasese in contemporary capitalism, が参照
されている，〔茄〕， p.51)。
3) 労働管理の形態
労働管理は， (i)人が何かを行うことを強制する（挿入管理）， (i)人が何も
しないことに対し「コスト」を増大する（コスト管理）， (ii)人が選好してなに
かをおこなうことを妨げる（制限管理）， (iv)人が何かをすることを放逐する（排
除管理）の機能をもつとされる。労働の管理は，「階級関係の形態でも，その他
の形態でも， 階層制（ヒエラルキー）に関連している」。 したがって， 管理は，
たんなる調整概念ではなく，階級関係の調整の手段である。それ故に，管理の
概念では，搾取の様式としての① 管理の形態と③ 管理者のタイプが区別さ
れるべきである。また管理の形態と剰余労働の形態が区別されるべきであると
される（同上， p.54)。 それには，外部管理と内部管理の区別（概して，社会的生
産関係と物質的生産関係の区別に対応）と直接管理と間接管理の区別の組み合わせ
がある。外部管理の形態としては， 経済外管理と経済管理があり，「経済的」
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表2 外部管理のマトリックスの例示
直接管理 I 間接管理
経済管理 労働契約 需要創出
強制力，等 社会的扶助，等
経済外管理 イデオロギー
借金証書 法律
（出所） Standing 〔茄〕， p.56. 
管理は，労働力関係が「選択」の結果，所有関係の結果，明確な交渉か市場交
換の結果を反映する労働契約の管理に集約される。 また「経済外」管理は，
「強制的」方法と「習慣ベース」か「イデオロギー」的方法による管理をあら
わす。ここでは，外部管理のマトリックスの例示を引用するにとどめる。
なお，内部管理は二つの目的による管理，すなわち① 実施された剰余労働
の増大（生産性の向上，等），③ 合法化された社会的， 物質的生産関係の管理を
意味するとされる％
2 ICSE改正案の諸論点ーホフマンの所説
今回の !CSE改正案の策定において指導的役割を果たした !LO統計局の
6)スタンディングは， 論文の最後に「結論的提案」として， 労働力統計データ， ILO 
の労働力統計の勧告は，「労働関係，労働条件， 労働関連の貧困， 搾取の程度と様式
についての ILOの関係事項にたいしてほとんど回答していない」ことを批判して，
彼の言う「労働地位アプローチ」について，次のような提案をしている。
労働地位アプローチの主要な骨格を要約すると， 三つの「ビルディング・ブロッ
ク」が労働調査に含まれる（〔25〕● p. 73)。
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1 活動の地位一労働力参加率，時間配分，等
2 労働の地位一生産手段，原材料， 自己の労働力（仕事の地位）， 産出， 産出の
収益
3 仕事の地位
ー職業／職種一幅（仕事の範囲，技術的技能，一般的／特殊な訓練，等）
ー管理的地位（自主性，監督する／監督される階層制，労働時間への管理）
一進歩性（技能の再生産と向上への管理，内的移動への管理）
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E. ホフマンは， 論文「国際従業上地位分類の可能な改定に関する諸論点」
（〔4〕1987. 同論文は，前 ILO統計局長 R.Turvey編著（〔33〕）に収録されているの
で，以下は〔33〕からの引用である）において，改正案の主要な論点を整理，概括
している。（この論文は， 1992年の ILO統計局における ICSE改定のための労働統計
専門家会議のベースになったものであり，会議での報告の内容も基本的には，この論文と
同様の趣旨からなっている）
ホフマンは， ICSEの改定の歴史的系譜を概観し，特に ICSEの改正につ
いて検討をおこなった第 9回 ICLS(1957年）での従業上地位の規定について批
判的に検討している。前記のように第9回 ICLSにおいて，「種々の国際機関
により勧告された， また最も多くの国で使用されている四つの主なグループ
（区分）の特性は， 二つの主な基準に基づいているようである， すなわち他の
者の地位に相対する各個人の地位と労働の報酬の形態である」と規定された
(ILO (1゜〕， p.22)。 彼は「地位基準は，仕事（職種）がおこなわれた企業や事業
所とその仕事（職種）における個人の関係に基礎を置くべきである。 この銀点
から，報酬（支払）の方法は基本的基準ではない」とする。またかれは，会議の
参加者から，従業上地位分類は生産手段の所有関係に基礎をおくべきであると
提案されたことも指摘している。
(1) ホフマンは，スクンディングの労働地位アプローチ論（ホフマンは，こ
の研究を「国際統計の共同作業の外」において，「社会的地位」，「社会階級」と「社会経済
グループ」との関係において展開された理論的業績と評価している）， ラオの発展途上
国，後進国の労働市場と雇用状態の調査研究，コルドヴァの不定型雇用の労働
法的考察， 等をベースとして参照しつつ， 有給就業 (paidemploymentー 被傭
者）と自営就業 (self-employedー 自営業者，等）の特性， その主要区分と副区分
について考察する（〔認〕， p.249)。
その基本的な分析視角は， 従業上地位の主要区分の中核状態とそれからの
背理（副区分）の特性の考察であり， その基本的分類標識は， 「中核状態 (core-
situations)間の主要な差異」， 労働者によっておこなわれた「経済的リスク
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(economic risk)のタイプと範囲」，「労働と企業の管理 (control)の範囲とタイ
プ」にあるとする。 この労働者（就業者）の雇用・就業状態における① 「経済
的リスク」のタイプと範囲，② 「管理」の支配・隷属関係の範囲とタイプの二
重の規定が，従業上地位分類における主要な分類標識とされ，従業上地位の主
要区分と各区分における中核状態（中核区分）とそれから背理（副区分）の分類標
識とされる。
この二重の分類標識と中核状態とそれからの背理の特性の分析視角の基礎に
はコルドヴァの労働法の視点からの不定型雇用 (atypicalemployment)に関す
る研究の視点がある。以下，その要点のみをみる（〔1〕， p.641-651)。
コルドヴァは， 1980年に入って先進資本主義諸国で増大している不定型雇用
の諸形態とその雇用関係， 雇用契約の諸側面を労働法の視点から考察してい
る。従来の労働法（労働基準法）によって規制され，保誰されてきた標準雇用形
態（そのモデルはフルタイム賃金雇用）から背理する多様な形態の不定型雇用が急
速に増大している。不定型雇用を構成する主要な区分は，① 自営就業 (self-
employment), ② 不定型の雇用契約 (atypicalemployment contract), 内密の
雇用 (clandestineemployment)からなるとされる。
① 自営就業は，旧来からあり新しい概念ではないが，今日では熟練手工業
労働者をも含めて，社会の限界セクター，経済学者のいうインフォーマル・セ
クターでの多様な雇用に関係しており，不定型雁用，内密雇用の一形態になっ
ている。
② 不定型の雇用契約の特質は「フルタイム雇用の契約からの背理する契約」
にある。これまでのように一人の使用者との関係に替わって多就業形態の増大
とも関係して，複数の使用者と契約をもつ三者間雇用関係(triangularemploym-
ent relationships)とその雇用形態が存在する。例えば，使用者の随時の要求に
より労働派遣事業から派遣される雇用であり，労働予備軍の新形態をなしてい
る。屋外労働や家内労働の多様な形態や情報・通信の発展にともなう在宅勤務
の形態もある。
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企業の合理化（省力化）の推進と労働市場での失業の増大による圧力は，労働
者の不定型雇用を促進し，労働法で規定された正規の雇用条件，雇用契約から
背理する多様な不定型の雇用契約を派生させている。その典型はパートタイム
雇用であるが，労働時間の配分の需要に答える短時間労働，連帯契約 (solidarity
contractsー フランス，イタリア），交替契約 (relaycontractsー スペイン），等などの
形態がある。そして不定型雇用の最大の変化と特質は労働契約の期間に係わ
っている。企業と使用者は，契約をよりフレキシブルなものにしょうとし，不
定の雇用期間の契約を増大させている（特殊な職種とサービス， 周期的， 季節的労
働，臨時の，随時か一時的かの労働，他の労働者の臨時的代替，三者間雇用のよりフレキ
シブルな様式などについての契約）。
⑧ 内密の労働は，四つのグループに分類されうる。① 非申告労働 (undecla-
red workー労働法， 財政法， 行政法外でおこなわれる労働），R家族労働（社会的保
護の要求を逃れる利益のため），③ 外国人の不法労働，④ 零細企業の労働（ほとん
ど産業規制に従わない）。
以上の特質を有する不定型雇用では，従来の労働法（労働基準法）に規制され
た正規厖用（標準的中核雇用）からの背理が問題であり，その形態は多様である。
それは， 現代の不安定雇用（就業）の諸形態の多様な表象であるといえる（なお
EC諸国における不定型雇用の諸形態にかんする最近の研究としでは，〔3心1994,参照）。
ホフマンの従業上地位の二重の分類標識（「経済的リスク」と「管理」の支配・隷属関
係）， 各区分の中核状態とそれからの背理の特性の分析の背景， 基礎には，前
記のスタンディングの労働地位分類論，コルドヴァの不定型雇用に関する研究
がある。
労働過程における「経済的リスク」の範囲とタイプは，労働者（被傭者）の正
規雇用（フルタイム雇用，等）とそれから背理する不定型雇用（パートタイム雇用，
等）， 自営業者の正規就業（専門職熟練職人としてのフルタイム就業）からの背理
する不安定な就業（低熟練，未熟練の多様な就業）の範囲とタイプを意味するもの
であり，それは労働契約，取引契約の諸形態に反映されている。また労働過程
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における労働と企業の「管理」の範囲とタイプは，「経済的リスク」における
正規雇用 ult業）と不定型雇用， 不安定就業の規定と関連しつつ， 社会的生産
関係 aこ産手段の所有関係とその産物，収益〔利澗〕の領有）における人的支配・隷
属関係，スタンディングの労働地位分類と労働管理の形態の分析に関連してお
り，労働力と労働，労働の場所，労働時間，生産手段，収益，等に関する管理
の範囲とタイプを表象している。
ホフマンはまず，被傭者（「財貨かサービスの生産と販売に使用されるために，労働
力を使用者に販売する者」）と自営業者（財貨を生産し，販売し，一人以上の顧客にサー
ビスを提供する者）との二つの主要な区分の特性を考察する。 その主な論点は各
主要区分の中核 (core)区分とその他の副区分，中核区分からの副区分の背理の
特性と状態を検討することにある（〔認〕， p.250-253)。
（イ） 中核被傭者の状態とそれからの背理（副区分）
1) 中核被傭者の状態は次のように規定される。
(a) フルタイム労働（一人の使用者すなわち他の者や一つの事業所で）一正規雇
用
(b) 労働の場所一使用者が責任をもち，支配権をもっている場所
(c) 労働時間ー使用者によって決定される
(d) 生産手段（原材料，その他の産出と生産手段）ー使用者による提供
(e) 収入一賃金か報給
(f) 労働内容ー使用者による指示
(g) 個々の明確なまたは暗黙の雇用契約による支配
伽 労働の継続が期待されている（特定の年齢まで）
ホフマンは，これらは「労働法，団体交渉（労使関係）と社会保障制度が使用
者と国家への労働者の権利と義務を特定するために発展された枠組み」に基づ
いて機能していると説明している（同上， p.250)。
2) 中核被傭者の状態からの背理（副区分）は次のように規定される。
(a) 定期的にフルタイム（日，週，月の単位）より少ない「被傭者」の労働
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（同じ使用者の下でか定期的に一人以上の使用者の下でかの定期的な短時間就業）
(b) 労働の場所ー自宅または他の場所（使用者の責任や支配の外での）一例え
ば，派遣労働機関を介して就業する労働者または二次的労働者
(c) 自分自身で設定する労働時間での「被傭者」一 一定の限界内で
(d) 自分自身が（部分的に）用意しなければならない原材料，他の投入物，
また生産手段をもつ「被傭者」一例えば，家内労働者
(e) ある「被傭者」たちは，使用者から指示されるのではなく，第三の団
体から指示される一例えば，派遣事業機関に所属している労働者の使
用，または二次的労働者の使用
(f) ある「被傭者」たちは，グループのメンバーとだけ使用者と契約，協
定を結ぶ一例えば，労働組員 (membersof work gangs) 
(g) (i) 限定された，特定の期間だけの契約，協約（更新されないであろう
契約）一例えば，短期契約の労働者， 季節労働者， 臨時労働者
(casual workers), 呼びだし待機労働者 (workerson call) 
(i) 厖用契約か協約は使用者によって合法的に時間前に終結されう
る一極端な事例としては，奴隷と負債労働者 (bondedlabourer) 
「中核被傭者からの背理を含む明確的または暗黙の契約は，直接，間接コス
トの引き下げ，労働効率の向上， 機能の伸縮性 (flexibility)の増加，労働法に
よって規制される中核的状態にそくして労働契約が維持されているならば，使
用者が有している労働者への管理の増大と雇用者の義務の減少が，使用者によ
って実施されるだろう」とホフマンは述べている（同上， p.251-252)。
（口） 中核自営業者の状態とそれからの背理（副区分）。
1) 中核自営業者の状態は以下のように規定される。
(a) 専門職か熟練した職人としてフルタイム働いている（他人への販売のた
めに財貨を生産し，サービスを提供する）
lb) 労働の場所ー自己の責任と支配
(c) 労働時間ー自己で決定
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(d) 生産手段の自己所有か借り入れ，購入した原材料と他の投入物を所有
(e) 収益一生産財の販売とサービスの提供からの利潤
(f) 生産された財とサービスの購入者のみからの指示
(g) 多数の顧客または一定の期間での同一の顧客への財の販売とサービス
の提供
2) 中核自営業者の状態からの背理（副区分）は以下のように規定される。
(a) 専門識や職人ではないが，他の熟練職，非熟練職をもっている（例え
ば，農民，運転手，渡り職工，セールスマンとして）
(b) 労働の場所一顧客が責任をもっており，支配権をもっている
(c) 労働時間一顧客や依頼人が決定
(d) 生産手段の賃貸期間または原材料と他の投入物の購入の金融期間は，
いかに労働が実施されるかに依存一例えば， フランチャイズ， 小作
人，テナント所有者
(e) 生産物と販売収益は他の者と分配される一(d)からの借り入れまたは
パートナーシップ／共同的協約（同意）の一部分として契約的義務を
もっているからである
(f) 指示一生産手段の所有者または原材料と投入物の提供者からの指示，
しばしば (d)(例えば，フランチャイズ，小作人）
(g) 生産された生産物と提供されたサービスは一人の顧客に売られる，ま
た (d)からの指示される約締に含まれる条件に従う
ホフマンは，前記で概説された「中核的位置 (situations)間の主要な差異は，
労働者によっておこなわれた経済的リスク (economicrisk)のタイプと範囲，
労働者によっておこなわれた労働と企業の管理 (control)の範囲とタイプに関
係している。中核位置からの背理は主に被傭者によっておこなわれる経済的リ
スクを増加させ， 自営業者の管理を減少させるようである」 と説明している
（｀同上， p.252)。
さらに「経済的リスク」に基づく特性を補足するために，期待される区別に
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妥当するリスクとの関係の指標のさらなる検討が必要であるという。例えば，
自営業者の区分には， リスク範疇の間の特性と収入の手段との結合を考慮すべ
きである。また「管理」によって意味することをより正確に確定するには，「管
理の妥当な領域（労働の場所，生産手段，原材料と他の産入，産出）と管理の妥当な
クイプと程度（法制的，財政的，文化的）」について考察すべきであるとしている
（同上， p.253)。
(2) ホフマンは，改定!CSEの討論と提案のための主な論点を次のように
説明している。「!CSEによる分類の基本的単位は仕事（職種）であり，人はそ
の仕事（職種）とかれらの関係を通じて !CSEグループに分類されるべきであ
る」。提案される !CSE変数の定義としては，「従業上の地位変数は， それら
が管理と依存関係の異なるクイプを通じて経済的単位と経済的リスクにいかに
関係しているかによって仕事（職種）を記述するように企画される。それは，支
払と収入のシステムによって，また雇用の条件と生産手段と原料の所有と使用
に関する明確なまたは暗黙の契約に反映されている」と規定している（同上，
p. 256)。
彼はさらに「この定義による改定 !CSEの提案は， 三つの異なるレベルで
の分類を構成することである」と述べている（同上， p.256-258)。
(i) 被傭者 ('employees')と自営就業者 ('self-employed'workers)への 2分法
と2分された諸区分と労働地位別の管理と経済的リスクの指標との関係の研究
が重要であるとされる。
(i) !CSEの主要区分案としては次の従業上地位別区分の提案が可能であ
るとされる。
(a) 常用被傭者
(b) 臨時被傭者
(c) 有給扶助のない自営業者
(d) 特別の有給扶助があるが常用被傭者のいない自営業者
(e) 常用被傭者のいる使用者
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(f) 生産者共同組合員
(g) 無給家族従業者
ここでは， 「雇用契約のタイプによって規定される『経済的リスク」が被
傭者の二つの提案されたクイプを区別するのに使用されている」。 ラオ (Rao,
1985年）は，発展発上国の雇用状態を考應にいれて，「 1カ月以上の期間をこえ
る明確か暗黙かの契約の継続的ペースでの被傭者は常用被傭者とみなされる」
と規定している7)0 
この「常用」被傭者と「臨時」被傭者への分類基準は， 自営就業者 (c,d, e) 
の副区分への分類に影響をあたえており，世帯員よりも労働者についての管理
の関係と責任の広い差異を反映している。ここでの (d)の区分は「臨時労働者
の使用者」の区分を意味しており，この区分には，特殊な職種の自営業に従事
している者，かれらの常用の使用者から有給扶助をうけている労働者を使用し
ている者，労働者派遣事業から労働者を使用している者，また臨時雇用に従事
している者が含まれるとされている。
(ii) 分類の可能な第三レベルとして，自営就業者のさらなる副分類は，「管
理のタイプとともに，他の経済要因の管理に従事している度合を反映すべきで
ある」とする。そのような管理は，「自営業者に使用される生産手段， 原材料
7) Rao (M. V. S. Rao, Surveys of Household Economic Activities: Scope, Concepts 
and Methods. (23〕と同様の内容の草案。 ILO統計局所蔵）は，発展途上国の雇用
・就業状態一個人と世帯，特に世帯の経済活動（世帯構成の社会人口特性と彼らの世
帯経済活動への参加の範囲）についての調査研究の結果，世帯構成員について次のデ
ークの収集を提案している。 1)年齢， 2)性， 3)婚姻状態， 4)教育程度， 5)専門
的，技術的，職業訓練.6)平常の活動， 7)昨年に使用者， 自営業者または無給家族
従業者のいずれとして農業活動に従事していたか， 8)先月に自営業者か無給家族従
業者かのいずれとして非農業活動に従事していたか， 9)実労働日数（同上， p.19-
20)。また季節農業（昨年），四季を通じての農業と同類の活動（先月）と非農業活動
（先月）についてのデークが識別されて収集される必要があるとされている。一1)定
期的就業者の数， 2)働いた人単位の数（定期的被傭者， 臨時労働者）， 3)支払われ
た報酬（現金別，その他の種類別）， 4)臨時収入の価値，等（同上， p.21)。
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と他の投入物の所有と取得，サービスが提供され，生産物が生産・販売される
期間に関係している」。またその管理の形態と手段は，労働のタイプと同様に，
各国の歴史的，社会的，経済的環境によって変化することも考慮しなければな
らないとされる。
ホフマンは，結論として， 次のように述べている。改定 ICSE変数と期待
される区分，統計調査における複数の分類標識である質問事項の確定の作業が
必要である。被傭者の副区分の規定では，例えば「収入のタイプ」（チップ／手
料数／蘊率／＇等の種類），「契約の長さ」，「契約のタイプ」の諸標識が考慮される
べきである。自営業者の副グループの規定では，例えば，「賃借のタイフ゜」，「契
約の長さ」，「契約のタイプ」，「販売期間」，「作業の規模」の諸標識が検討され
るべきである。 その際， 「労働の場所（自宅でか／離れた場所でか）が被傭者と自
営業者との副区分に有用であろう」と述べている。改定 ICSEの提案は，「エ
業国と発展途上国における現実の契約の取り決めと賃貸制度についての文書の
綿密な研究に基づくべきである」。改定 ICSEで使用される定義は，「契約的，
法律的権利と責任が現実の地位と行為に影響をあたえる」が，「契約的， 法律
的条項はしばしば現実の地位と行為を反映していないことも考慮にいれなけれ
ばならない」と結んでいる（〔認〕， p.258-259)。
I 提案された ICSEの基本的枠組みと決議
改定 ICSE案は， 前記の歴史的経緯とその理論的基礎と分類基準の吟味・
検討を経て， 1992年の ILO労働統計専門家会議での事前の検討， 1993年の第
15回 ICLSでの報告・討論・決議へと運用された。本節では，改正 ICSE案
をめぐる事前の討論，国際労働統計家会議 (ICLS)に提案された改正 ICSEの
主要な内容と討議，採択された決議の主な特性について概説する。
1 労働統計専門家会議での討論
(l ICSE改正案は，前記のホフマンの改正案の基本的骨子と論点を受けて，
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1992年1月に ILOで開催された労働統計専門家会議(!LO(16〕〔げ〕）で討議さ
れた。 ILOから提案された「報告」は，基本的にはホフマンの ICSE改定案
と同様に，「経済的リスク」と「管理」の支配・隷属の範囲とタイプの二重の
分類標識による主要区分（雇用者と自営業者）に関する中核区分とそれからの背
理（副区分）の特性からなっている (!LO目6〕）。
会議での討論における主要な論点は，「有給就業」（「被傭者」）と「自営就業」
（自営業者，等）の双方の中核的雇用・就業状態からのと実際の (acutual)の状態
の背理の多様なタイプ・区分の検証にあった。会議で提案された ICSE変数
の定義として， 「従業上の地位変数は， それらが管理と依存関係の異なるタイ
プを通じて，経済的企業とその他の経済的リスクにいかに関係しているかによ
って仕事を記述するように企画される。それは， (a)支払と収入のシステムに
よって， また雇用の条件と生産手段と原材料の所有と使用を決定する明確な
契約または暗黙の契約，習慣と実務によって反映されている」と規定されてい
る。また「経済的リスク」は (i)収入の手段と (i)契約の期間に規定されて
いる (!LO(1釘 p.9-10)。
会議に提案された ICSEの決議草案は， 労働力の有給就業（被傭者）と自営
就業（使用者，自営業者，家族従業者，等）の 2区分（第13回 ICLSでの労働力，雇用，
失業統計の新国際基準の決議で採択）を受けて， 次のような構成からなっている
（同上， p,22-24)。
(1) 被傭者 (employees)
(a) 中枢管理被傭者一(i)企業，事業所，機関の所有権を管理する中枢管
理被傭者， (i)その他の管理被傭者
(b) 臨時被傭者
(c) 家内（屋外）被傭者
(d) 契約被傭者（請負労働者，等）
(e) 二次的被傭者（派遣労働者，等）
(f) 見習い被傭者
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(g) 他に分類されない被傭者
(2) 自営就業者 (self-employedpersons) 
(hl フランチャイズ
(i) 収益分与者（小作人）
(j) 共同資源開拓者
(k) 生産共同組合員
(1) 販売共同組合員
岡 使用者一(i)常用被傭者を有する使用者， (i)臨時被傭者を有する使
用者
(n) 世帯事業所の構成員ー(i)世帯事業所の代表， (i)世帯事業所の他の
構成員
(o) 他に分類されない自営就業者
(2) 会議での討論の経緯と結果は， 「会議の報告』にまとめられている。会
議では多様な意見がのべられたが， その主な論点は以下のとおりである (ILO
〔17〕）。
「分類単位」としては，個人，世帯と仕事（職種）の関係と問題， !CSEの対
象としての就業者（有給就業と自営就業）と経済活動の境界部分 (SNAで規定され
る）との関係の問題，などが論議された。
「概念的枠組みと基本原則」としては，「経済的リスク」と「労働と労働状態
の管理」の二重の分類基準（標識）について論議された。それらの基準は，ある
範囲では「より基本的な基準， すなわち労働サービスの購入者と販売者の間
の，また生産された生産物，サービスと信用，労働材料の提供者との間の明確
な，暗黙の契約の特質，性格から派生している」ことが指摘されている。概念
的関係と分類基準について，実際の雇用契約，法的規制との関係をより明確に
することが要請されている。
11CSE変数の区分」としては，労働力の 2分法による !CSEの主要区分は
了解されるが，主要区分と副区分については，各国の事情によってその識別が
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難しい区分が多々あることが指摘されている。提案される新 ICSE案は，契
約（労働〔雇用〕契約，取引契約など）の多様なクイプに基づく主要（中核）区分と
必要な副区分に，より簡便に整理されるべきであるとされる。副区分での雇用
の多様な形態の区分（臨時労働者，家内労働者，請負労働者など）は，各国の状況に
よっては，調査統計の回答者と利用者にとっても識別は困難であろう。特に，
二次的被傭者 (secondedemployees)には， ① 使用者によって決められた標準
労働時間よりも短い（または長い）時間の労働者と②派遣事業機関への依頼人と
して待機している者との二重の意味の区分が混在していることが問題とされて
いる。
2 第15回 ICLSにおける ICSE改正案
今回の ICSEの改定の必要性と主要論点は，第15回 ICLS改正案の報告に
よると，「ICSEの役割となぜ ICSEが改訂されるべきか」について次のよう
に述べられている (ILO(1釘， p.4-5)。
ICSEの役割としては， (a)各国の分類の発展のためのモデル， (b)各国間
の国際比較可能な ICSE変数を使用する統計の基礎の策定にある。問題は，
ICSEの基本分類と副分類の単位は何か，・分類基準はいかに規定されるかにあ
る。
現行 !CSEの可能な改定と拡大に関する主要な論点は以下の点にあるとさ
れる。
(a) !CSEは明確な概念的基礎を欠いている。
(b) 現行の 5区分の分類基準（ボーダーライン）は明確に定義されていない。
(c) .!CSEは主要区分についての副次的区分を行っていない。
(d) !CSEは発展途上国の状況への適用に限界がある。その理由として，①
重要な労働状態（地位）が分類のどこに帰属するかを判定するのが困難
である，また③ そのような状態の労働者（就業者）が他の者の間に「隠
されている」ことがあげられている（例えば Standingの研究，参照）。
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(e) SNAの改定により生産境界（非市場生産活動の一部を含む）が拡大され，
従業上地位 (SE)変数の範囲との一致性の検討が要請されている8)。
第15回 ICLSの「報告」で提案された ICSE改正案の要旨は以下の通りで
ある。
(1) ICSEの基本的概念と分類標識
「ICSEは仕事（職種）の過去，現在，未来を分類する。それは，ー一個人と
世帯を， 彼らの仕事（職種）との実際の関係， また潜在的関係によって分類す
る一」。 ICSE区分による個人，世帯の分類の要点は， 第一， 個人が分類さ
れる基礎として仕事（複数の仕事，職種）の正しい分類である。 この意味で「仕
事」（職種）は ICSOC国際標準職業分類）の適用の第一義的な単位である。 しか
し仕事が ICSEの適用の第一義的な単位を意味するわけではない。 ICSEの
適用の基本的な単位は，個人とその仕事（職種）の関係にある。 ICSE分類の基
本的な基準（分類標識）は，「仕事（職種）は，有職者が他の経済的要因とともに
もっている明確な，または暗黙の麗用契約のタイプによって分類される。一一—
分類の区分を規定するのに使用された主要な基準は，① 経済的リスクのタイ
プと② 仕事の有職者がもっている事業所と他の労働者への支配のタイプであ
る」 (ILO〔固， p.6)。
提案された分類標識の基本的概念は，①「経済的リスク」と③「支配と依存
の関係」であるが， これらの概念は，雇用（「有給就業」の場合）と就業（自営就業
の場合）の明確な， または暗黙の「契約」に焦点をあてることによって簡単
8)従業上地分類 (SE変数）は， 歴史的経緯で考察したように，労働力人口中の有職者
（就業者）の個人と仕事（職種）との関係（雁用関係）を基準に分類されている。他
方では， SE変数は国民経済計算 (SNA)の経済活動との調和が問題とされる。 SNA
の改定による生産境界の処理（家事労働などの非市場生産活動の取扱い）のテーマ
がさらに深まり， SE変数と経済活動との一致性が論点となっている。今回の ICLS
においても，改定 SNAとの関係で， 「所得源泉による分類」と「世帯の従業上地位
分類」（使用者， 自営業者， 被傭者， 財産または移転所得の受領者）が論じられてい
る(ILO〔認〕， p.15. ILO [1釘， p.16-17, p. 27-28. 〔30〕，参照）。なお SNAと女
性労働を論じた岩崎論文（〔44〕，第7章）参照。
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化されうる。有給就業の仕事 CU)と自営就業の仕事の区分は， 仕事の報酬
を決めるベースに関して規定されうる。自営就業の仕事は，その報償が直接に
販売か利潤に依存している仕事である。有給就業の仕事は，その基本的な報酬
を労働時間，生産項目数，サービスをうけた顧客数から取得しており，販売や
作業の利潤には依存していない（しかし多くの場合「サービスを受けた顧客」は「販
売」と同等である，即ち理髪師，ククシーの運転手）。このことは「定義は，たとえば
「資本の損失」の可能性よりは報酬の「タイプ」による『経済的リスク』基準
を運用する」ことを意味する。そこでは報酬のタイプは生産された財貨かサー
ビスの市場への直接的依存に関係している。しかし就業者は「自営就業者とし
て，かれらの金融資金と肉体的資本の損失する危険を考慮しているが，多くの
『自営就業』の就業者は失うべき資本をもたない」。「報酬のタイプ」によって
「経済的リスク」の基準を機能させることは一般的妥当性をもっており， 「資
本損失」による「一般的な機能化」よりはより簡単であると言えるとされる
（同上， p.8)。
(2) 提案された改正 ICSEの基本構成と定義
1) ICSEの主要区分として，次の区分が提案された（同上， p.8-9)。
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1 被傭者 (Employee)
1.1 常用被傭者 (Regularemployment) 
1. 2 中枢管理被傭者 (Chiefexective employment) 
若干の国は分離グループとして，支配的所有の中枢管理被傭者を区別
することを求めている。
1. 3 その他の被傭者 (Otheremployees) 
若干の国は次のような分離グループのいくつかを区別するようにもと
めている；臨時被傭者 (casualemployees) ; 他の短期間被傭者 (other
short-term employees) ; 屋外被傭者 (outworkingemployees) ; 契約（請
負）被傭者(contractoremployees) ; 二次的被傭者(secondedemployees); 
労働組員 (workgang (crew) members) ; 見習い被傭者 (apprentice
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employees) 
2 使用者 (Emloyers)
2.1 常用被傭者の使用者 (Employersof regular employees) 
2.2 その他の使用者 (Otheremployers) 
3 自営業者 (Own-accountworkers) 
3. 1 中核自営業者 (Coreown-account workers) 
若干の国は分類グループとして，臨時被傭者を雇っている中核自営業
者を区別するべきであるとする。
3.2 その他の自営業者 (Otherown-account workers) 
若干の国は次のような分離グループのいくつかを区別するようにもと
めている；フランチャイズ（特約店）；小作人；共同資源開拓者；生産
共同組合員；消費共同組合員
4 貢献家族従業者 (Contributingfamily workers) 
5 地位別に分類されない就業者 (Workersnot classifiable by status) 
2) ICSEの主要区分と副区分は次のように定義されている（同上.p. 10-13)。
1. 被傭者は「『有給就業の仕事」として規定される仕事のタイプをもっ
ているすべての労働者である」。
1.1 常用被傭者 (regularemployees)は「『有給就業の仕事』として規定さ
れた仕事のタイプを有する労働者であり，その仕事は 6カ月以上継続し
ているか，継続が期待されている。その雇用している組織は適切な税の
支払と社会保障の負担に責任をもっており，そこでの契約関係は労働基
準法 (standardlabour legistration)に従っている。労働の場所で，また
かれらの雇用組織の支配の下で定期的に労働しているか，職種または専
門職の訓練として彼らの報酬のすべてか一部分を受け取っていないかの
いずれでも，その組織は他の労働者への限定された管理的権威をもって
いる」。
1. 2 中枢管理被傭者と一般管理被傭者 (Chiefexecutive and general mana-
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ger employees)。特に若干の国々より，「中枢管理被傭者と一般管理被傭
者の間で，家族の他の構成員とともに，企業，事業所，また彼らの労働
している組織の所有権を支配している支配的所有権のある中枢経営管理
被傭者と一般管理被傭者を分離的に識別することが求められている」。
1. 3 その他の被傭者
一臨時被傭者 (Casualemployees) 
「有給就業の明確か暗黙の契約をもっており， 2週間以上の継続の仕事
を予定されていない者」
-「短期間被傭者」 (short-termemployees) 
「有給就業者の明確か暗黙の契約をもっており， 2週間以上， 6カ月以
下の仕事の継続が予定されており，他の労働者へのごく限られた監督的
権限をもっている者」。
-「屋外被傭者」 (outworkemployees) 
「明確か暗黙の「有給就業J]の契約をもっており，彼らは，雇用機関の
仕事の場所から離れて，彼らの居住場所に近接した所で，労働時間のほ
とんどを定期的に働いている者」。
-「契約（請負）者」 (contractoremployees) 
「明確か暗黙の『有給就業J]の契約をもっており，税金の適当な形態に
責任のある個々の事業単仕として，税当局（または他の適当な機関）に登録
している者」。その結果「雇用機関は， 適当な社会保障給付の支払に責
任がないし，また契約関係は『正規雇用」に適用される労働基準法には
従わない」（請負労働者，等）
-「二次的被傭者」 (secondaryemployees) 
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「明確か暗黙の『有給就業」の契約をもっているが，彼らの雇用機関の
場所と異なった労働の場所で定期的に働いている」。彼らの仕事や義務
に対する指示は，（機関を代表している）被傭者サービスヘの報酬を雇用機
関に支払っている者から受けている（派遣労働者，等）。
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-「労働組員」 (workgang (crew) members) 
ー「見習い（訓練）被傭者」 (apprentic(trainee) employees) 
2 使用者 (employers)
2.1 常用被傭者の使用者
2.2 その他の使用者
3 自営業者 (Own-accountworkers) 
3.1 中枢自営業者
3._2 その他の自営業者
フランチォイズ (franchisees)
収益分与者（小作人） (sharecroppers) 
共同資源開拓者 (communalresource exploiters) 
生産共同組合員 (membersof production cooperatives) 
消費共同組合員 (membersof sales coopratives) 
4 貢献家族従業者 (contributingfamily workers) 
「同じ世帯で生計している親族によって営業されている事業所で『自営
・就業J]の仕事をもっている者で， パートナー（共同経営者，社員）とみなさ
れない者」。従来の無給家族従業者が貢献家族従業者の用語に変更された
のは，家族で経営している事業所の構成員は，役割の相違があっても，経
営に対して等しい貢献していると見なされるからである。例えば従来，婚
姻している男性は自営業者，婚姻している女性は無給家族従業者に分類さ
れる傾向があり，性差別 (discrimination)の問題に関係していることが指
摘されている (ILO(18], p. 13, ILO (19〕● p. 14)。（この点に関しては，国連に
おける女性と統計を論じた田中論文〔44〕，第1章，参照）
5 地位別分類の不能な者
(3) 国際的報告
従業上地位分類は，その分類の詳細は，各国のおかれている経済的社
会的状況によって相違している。従業上地位の国際比較をすすめるため
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に，各国は以下の枠組みの区分によるデーター収集と加工手続きを企画
すべきであるとされる（同上， p.16-17)。
1 被傭者 (Employees)
1. 1 常用被傭者， 1.2 中枢管理被傭者， 1.3 その他の被傭者
2 使用者 (Employers)
2. 1 常用被傭者を有する使用者， 2.2 その他の使用者
3 自営業者 (Own-accountworkers) 
3. 1 中枢自営業者， 3.2 その他の自営業者
4 貢献家族従業者 (ContributingFamily workers) 
5 従業上の地位別分類の不能者 (Workersnot classifiable by status) 
3 ICSE草案をめぐる討論と決議
第15回 ICLSに提案された ICSEの改定案は，会議での討論の結果， ICSE
改定案の基本概念と分類標識，主要区分と副区分について，さらに各国の検討
と実践を踏まえて， 次回の ICLSで検討するという一定の条件付きで， 改定
ICSEの決議が採択された (ILO日9〕）。以下，その要点をみることにする。
(1) ICSE改定草案をめぐる討論
会議は，提案された報告について討議するとともに， ICSE改定の決議
草案に関する委員会を組織し，その報告を受けて，会議の結論をまとめる
手順で進行された9)0 
委員会報告（同上， p.39-40)によると， 提案された決議案は， 現行分類
の基本構成を維持しながら， (i)分類の概念的基礎の解明， (i)主要グル
ープ（被傭者，使用者，自営業者，貢献家族従業者，生産者共同組合員）間の境界
9)委員会の報告は， Reportof the Committee on the Revision of the International 
Classification of Status in Employment (!CSE) (臼9〕,p. 39-40), 会議の報告
は， Revisionof the International Classification of Status in Employment (同
上， p.37-38)である。
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の解明， (ii)分類に副区分， 副グループを付与するために作成されてい
る。従って ICSE決議案は， その改定のための提案よりは現行分類の説
明のための提案とみなされると解釈・評価された。また委員会では， ICSE
の分類標識としての経済的リスクと支配のタイプの概念は機能させるには
難解ではあるが，その主要な目的は仕事が分類されるべきガイドラインの
提供にある。その際，人と仕事の間の接触（帰属）の強さが経済的リスクの
一つの要素であるとされる。世帯の ICSE分類は各国の裁量に委ねるべ
きであり， ICSE-93の決議には含まないとされた。 また生産者共同組合
員を主要区分に残存させるべきか否かは意見の一致がえられなかった。
委員会は，提案された ICSEの総体的実行には問題があるとした。各
区分が相互に排他的ではなく，複数のグループ群の解明には優先的規則が
必要であり，分類の各レベル（雇用契約期間，労働の場所と位置への管理）には
異なった基準が使用されているとされた。また分類は余りにも多くの要請
に答えようとしており，その基礎にある基準は各国の法律と事情に従うも
のであり，正確な境界を確定するのは困難であることが指摘された。した
がって委員会は， 「グループの数を少くし， 各国では意義があるが，通常
には国際比較では重要でない副グループを明細に記述することは各国に委
ねるべきである」との結論にいたった。特殊グループの統計的処理はこの
ために併記されたものである。
会議は，委員会で論議され， 修正された ICSE改定の決議案の報告を
基本的に承認した。会議ではさらに，不安定契約の被傭者を規定する「継
続的ベース」の問題， 生産者共同組合員と使用者・自営業者と区別する
「小数のバートナー」の問題，消費者共同組合員と生産者共同組合員を区
別するために導入された財貨とサービスの生産に対する明確な期間の問
題，等が指摘された。
会議は，改定 ICSEの基礎にある基本概念と分類標識についても， 各
国の経験を踏まえて， 次回の ICLSでさらなる検討が必要であるとして
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いる。六つの !CSEグループとその規定は基本的承認されたが（現行の生
産者共同組合員の区分は残存させる），各グループの副区分は， その分類基準
の複合性と区分の重複などの問題から， !CSEの副区分としては意見の一
致にいたらず，今後の検討課題とされた。これらの項目は，決議では「特
殊グループの統計的処理」の項目として設定され，異なる状況にある各国
の実務処理に委ねられた。いずれにしても改定 !CSEの決議を受けての
各国の経験と検証を経て，詳細には次回の ICLSで !CSEの副区分につ
いてさらなる検討がなされる運びとなった（同上， p.37-38)。
(2) 改定 !CSEの決議
採択された決議の要点は以下のとおりである。
1) 分類のための名称と概念的基礎
「仕事（職種）は，人と他の人との，または他の機関との明確か暗黙かの
雇用契約のタイプによって分類される。分類のグループの規定に使用され
た基本的基準は，経済的リスクのタイプ，人と仕事との間の接触（帰属）の
強さである要素と仕事の有職者がもっ，またもつであろう事業所と他の労
働者への支配のクイプである」と規定されている (ILO(19〕， p.65)。
2) ICSE-93のグループ（同上， p.66) 
1 被傭者
2 使用者
3 自営業者
4 生産者共同組合員
5 貢献家族従業者
6 地位別分類の不能者
3) ICSE-93のグループの規定
ICSE-93のグループは，「有給雇用」と「自営就業」の仕事の区分につ
いて規定される。グループは経済的リスクの局面と明確か暗黙の雇用契約
のタイプに関して分類され，次のように規定されている（同上， p.66-71)。
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(a) 有給雇用の仕事は，「有職者が明確な（文書または口頭の）か暗黙の雇
用契約をもっている仕事」であり，「その基本報酬は， 有職者が働いた単
体の収益に直接依存していない（単体は会社，非営利団体，政府機関，世帯であ
る）」。有職者は，所有者（生産手段，資本設備，情報システムなど）または所有
者の雇用にある者の監督下で働いている（有給雇用の仕事は典型的には賃金と
俸給の被傭者である）。
{b) 自営就業の仕事は， 「生産された財貨とサービスから派生する利潤
（利潤への潜在性）に直接依存している」。
1 被傭者
被傭者は「有給雇用の仕事として規定された仕事のタイプをもつ総労働
者」である。そこでは「安定契約の雇用者」（常用被傭者を含む）を識別でき
る。安定契約の雇用者とは，「連続的ベースで，同一の使用者と明確な（文
書か口頭で）または暗黙の雇用契約をもっており，かつそれが継続している
者」である。「連続的ベース」とは，「各国の環境によって決定される特定
の最小期間より長い雇用期間を意味する」。常用被傭者とは「契約関係が
各国の労働立法に従う一安定契約の被傭者」である。
2 使用者
使用者は，自営就業の仕事として規定された仕事のタイプをもつ者であ
り，一人か小数のパートナーを有する自営業者である。彼らは，連続的ベ
ースで一人以上の者を「被傭者」として彼らの事業所で働かせる。
3 自営業者
自営業者は，前記の使用者と同じ特性の規定であるが，「連続的ベース」
では，関係期間に雇用者を使用しない。
4 生産者共同組合員
生産者共同組合員は，財とサービスの共同的生産において自営就業の仕
事をもつ者である。各組合員は，生産，販売，事業所の他の労働の組織，
投資と彼らの間での事業所の収益の配分の決定において，他の組合員と同
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等の歩調に参加する。 aこ産者共同組合の被傭者はこの区分には含まれない）
5 貢献家族従業者
貢献家族従業者は，同じ世帯で生計する親戚の者によっておこなわれる
事業所で「自営就業の仕事」をもつ者である。彼らはパートナーとみなさ
れない，なぜならば彼らの事業所の作業への貢献・帰属の程度は，各国の
事情によって決定される労働時間や他の要因の相違があるが，事業所の責
任者と比較にならないレベルにあるからである。
6 地位別分類の不能者
(3) 特殊グループの統計的処理
前記のように， 会議に提案された ICSEの主要区分に関する副区分の
項目の実際の取扱いは各国に委ねられた。今後，これらの区分•項目につ
いての各国の経験と検証の蓄積により， さらに !CSE改定案の検討が継
続されることになっている。ここでは，特に説明を要する項目の要点にの
み言及する（同上， p.68-71)。
(a) 法人組織の企業の所有ー管理者 (owner-managers)
彼らは，「(i)自分自身か，家族の他の構成員または一人か小数のパー
トナーと一緒に，企業の所有の管理権をもっている， (i)他の機関との
契約，同じ機関での「有給雇用」の者の採用と解雇に関して，代表とし
て行為する権限をもっており，機関の選挙された，また指名された役員
会によって制定された事項と法規を規制する全国的な法律に従う」。
(b) 固定期間契約を有する常用被傭者
(c) 期間に制限のない契約を有する常用被傭者
(d) 不安定 (precarious)雇用の労働者
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を終了せるのを認める者。
(e) 臨時就業者
「短期間以上に継続することが予定されていない明確か暗黙の雇用契
約をもっている者」。これらの者は，雇用契約の特殊な特性によっては，
被傭者か自営業者に分類される。
(f) 短期雇用の就業者
「臨時被傭者を規定するに使用された期間よりも長く継続することが
予定されている明確か暗黙の雇用契約をもっている者」。これらの者は，
雇用契約の特殊な特性によっては，被傭者か自営業者に分類される。
(g) 季節雇用の就業者
これらの者も，雇用契約の特殊な特性によっては，被傭者か自営業者
に分類される。
(h) 屋外労働者
(i)「特定の企業で働のに同意するか，企業との事前の協定，契約によ
って特定企業に一定量の財貨とサービスを提供するのに同意している
明確か暗黙の雇用契約をもっている者」， (ii)その「労働の場所が事
業所の内部ではない」者。これらの者は，雇用契約の特殊な特性によ
っては，有給雇用の者か自営就業の者かに分類される。
(i) 契約者 (Contrator) 
Ci)「適当な税の形態に責任ある個々の事業（商売）として税当局（また該
当機関）に登録している者（その結果，彼らを雇用している機関は該当する
社会保障給付に責任をもたないし．その契約関係は国の労働法規に従わない）」．
(ii)「有給雇用のものに対応する明確か暗黙の雇用契約をもってい
る」。これらの者は，雇用契約の特殊な特性によっては，「自営就業」
の仕事か「有給層用」の仕事に分類される。
(j) ある最初の機関から「有給雇用」の明確な，暗黙の契約をもっており，
二番目の機関（彼らのサービスに対する手当を最初の機関に支払わせる）の場
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所で，またその指示のもとで働く労働者は，最初の機関が派遣事業所か
他のタイプの事業主であるかによって，他の「被傭者」と識別して分類
される。
(k) 労働組員 (Workgang (crew) members) 
雁用機関は，労働組員の個人とではなく，労働組（クルー）の代表との
み契約を結ぶ。
(1) 各国は，「有給雇用」の仕事に対応する雇用の期間に公共か民間かの
雇用振興事業，また職業訓練計画に参加している労働者を，個々に分類
する必要があり，かつ分類することができる。それらの者は雇用促進被
傭者 (employmentpromote employees)とも呼ばれる。
(m) 見習い，訓練者
(n) 常用被傭者の使用者
(o) 中核自営業者
(P) フランチャイズ
(q) 小作人
(r) 共同資源開拓者
(s) 自給生計者
(t) 各国は，雇用されている機関のタイプによって，各国の従業上地位分
類を補足することができる。民間部門の被傭者と公共部門の被傭者，雇
用機関が， 部分的に外国の個人によって経営されている（「合弁的投機企
業」）か完全に外国人による経営されているかによって，分類される。
(4) 国際報告
第15回 ICLSの報告で言及されたように， 従業上地位の国際比較の向
上のために，以下の枠組みの区分によるデータ収集と加工手続きを企画す
ることが各国に勧告された。（同上， p.71-72) 
1 被傭者 (emoloyees)
2 使用者 (employers)
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3 自営業者 (own-accountworkers) 
4 生産者共同組合員 (membersof producers'cooparatives) 
5 貢献家族従業者 (contributingFamily workers) 
6 地位別分類の不能者 (workersnot classifiable by status) 
以上が !CSE改正案の策定をめぐる討議と第15回 ICSEに提案された改正
!CSEの主要内容と討論，採択された決議の要旨である。
むすび
国連， ILOなどの国際的統計専門機関における労働統計の国際基準の策定
においては，加盟各国の経済の発展段階の差異，産業構造，雇用構造，労働市
場と労使関係，雇用慣行と法的規制，等の差異と格差のある状況下で，一定の
条件，範囲での国際比較可能な統計の国際基準の策定とその実現には多くの困
難な諸問題と作業を伴っている。今回の一連の国際労働統計専門家会議（国連
と!LO)における国際従業上地位分類 (!CSE)の改定作業と第15回 ICLSでの
報告，討論，決議の採択の過程も同様の問題をはらんでいた。
1) 今回の ICSE改正の主要な特徴の一つは従業上地位分類の基本的概念
と分類基準（標識）についての理論的検討にある。 ICSE改定の歴史的経緯と動
向で考察したように，これまで従業上地位分類の基礎概念と分類の単位，標識
について理論的検討は， 第9回 ICLSの報告と討議の他にはおこなわれなか
った。
今回の ICSEの改定は，現代の労働力， 雇用・就業構造の変化の反映を意
図したものである。改定 ICSEの基本的概念と分類基準についての理論的基
礎となったのは，現代の労働力編成，雇用・就業の諸形態の分析をおこなった
諸研究（特にスタンディングの労働地位アプローチ論，とコルドヴァの不定型雇用の労働
法的研究）であった。
改定 ICSEにおける従業上地位分類では，個人（世帯）が分類される基礎は
「仕事（職種）」であるが， 分類の基本的単位は，「個人とその仕事償罐!)の関
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係」にあるとされる。さらに従業上地位分類の主要区分と副区分にかんする基
本的分類標識は， 各区分の中核的状態とそれからの背理の分析にみられるよ
うに，就業者（有職者）によっておこなわれた① 「経済的リスクのタイプと範
囲」，② 「事業所と他の労働者への管理・支配のタイプ」であると規定され，
それは「明確か暗黙の雇用契約のタイプ」に具現されているとされる。
従業上地位分類の対象は生産（労働）過程における労働力の雇用関係（個人と
仕事〔職種〕との関係，あるいは仕事を媒介しての人と人との関係）であり，その雇用
関係の性格，特質の規定が課題となる。資本主義的経済における労働力の雇用
関係は， 基本的生産関係である生産手段の領有関係に規定されている。「地位
は， 生産手段の領有（したがってまた労働成果の領有）から帰結される人と人との
関係である」。また「地位は，生産関係の単位としての，労働力の属性である」
（杉森，（〔39〕）。従業上地位分類の統計表象は，この地位分類の基本的規定を基
礎とする労働力の雇用関係・就業関係の一定の具体的反映である。
今回の改定 ICSEの顕著な特質は， 従業上地位分類の分類標識の規定とそ
の現実反映性にある。ホフマンの総括論文に端的に示されていたように，従業
上地位分類の主要区分，副区分の分類標識として，二重の標識が分類基準とさ
れた。
第一の分類標識としての「経済的リスク」の範囲とタイプは， 労働者（被傭
者）の正規雇用（フルタイム雇用，等）とそれから背理する不安定雇用（パートタイ
ム雇用，臨時雇用，派遣労働者，等）， 自営業者の正規就業（専門職，熟練職人として
のフルタイム就業）からの背理する不安定就業（低熟練，末熟練の多様な就業）の範
囲とタイプを意味するものであり，それはまた現実の労働契約，取引契約の諸
形態に反映されている。そこには， コルドヴァの不定型雇用（不安定雇用）の諸
形態とその労働法（労働基準法に規定された雇用契約か適用外にある暗黙の雇用契約，
等）的分析の視点がある。
第二の分類標識としての「支配」（管理）のタイプは， 社会的生産関係（生産
手段の所有関係とその生産成果の領有関係における諸要素である労働力と労働，労働の場
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所，労働時間，生産手段，収益，等）に関する「管理」（支配・隷属関係）の範囲とタ
イプを表象しており，スタンディングの労働地位分類と労働管理の形態の分析
視点が基礎にある。これらの二重の分類標識の組み合わせ（クロス）によって，
現実の雇用・就業構造と諸形態の変化を反映する従業上地位分類の主要区分と
副区分が試みられた。
先進資本主義諸国における先端技術の革新 (ME化）と情報化・経済のサー
ビス化の進展は，「産業の空洞化」をともないつつ産業構造・雇用構造を急速
に変動させ，雇用・失業問題の深刻化と多様な不安定雇用・就業を増大させて
いる。現代の不安定就業としての「不定型雇用」 (atypicalemployment)の特
性と諸形態は，労働法との関係においてコルドヴァによって論じられたが，ァ
メリカでは「随時労働者」 (contingentworker)の問題として論じられている。
それは合衆国における労働市場のセグメント理論（多様な理論が存在するが）にお
けるいわゆる「二重労働市場論」（第一と第二，中核と周辺，等）を基礎にした不
安定就業論である。合衆国の随時労働者は， 労働市場の中核 (Core)(正規労働
者，等）の外側にある周辺 (Periphery)部分を構成しており，パートクイマー，
派遣労働者， 失業者と自営業者・家族従業者の一定数からなっている。改正
ICSEにおける二重の分類標識 Om済的リスクと管理・支配の範囲，タイプ）論の
基礎には，現代の労働市場論と不安定就業論がある。従業上地位分類の主要区
分と副区分の規定は，被傭者を例とすると，労働者の中核状態（労働基準法によ
り規制された正規のフルタイム労働者）とそれからの背理（労働基準法の適用に制限が
あるか適用外にあるパートタイム労働者，派遣労働者，臨時労働者，等）の不定型雇用
論といわゆる「二重労働市場」における中核・周辺（随時労働者）労働者論を基
底においているとみなされる。この意味において，改定ICSEの基本概念と分
類標識による従業上地位分類は， 現代の労働力編成（労働地位分類）と雇用・就
業構造の変化に規定された雇用関係（雇用契約），不安定就業の諸形態の区分を
従業上地位分類に反映させようとする試みとして評価される。この点，先進資
本主義諸国の動向を中心に総括したが， ラオ (Rao)の研究にみられるように，
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発展途上国，後進国の雇用構造， 雇用関係（インフォーマル・セクターを含む）に
おける従業上地位分類の特殊性の問題も十分に考慮にいれる必要がある。
2) 改定 ICSE案は， 1992年 1月の ILO労働統計専門家会議での討論を
経て， 1993年 1月に開催された ILO第15回国際労働統計家会議 (ICLS)に報
告され，討議の結果，一定の修正をうけて決議が採択された。
改正 ICSEの基本的概念（分類単位）と分類標識催蚤済的リスクと管理・支配の
二重の規定）は，その趣旨は決議として承認されたが，二重の分類標識の適用に
は概念的にも実務的にも（各国の事情の相違など）困難を伴っており，主要区分の
副分類の一種のガイドラインであるとみなされた。
会議の報告で提案された改定 ICSEの基本的枠組み (1被傭者一1.1常用
被傭者， 1.2中枢管理被傭者， 1.3その他の被傭者（臨時被傭者，短時間被傭者，
屋外被傭者，契約被傭者，二次被傭者，労働組員，見習い被傭者）， 2使用者ー2.1常
用被傭者のいる使用者， 2.2その他の使用者， 3自営業者一3.1中核自営業
者， 3.2その他の自営業者， 4貢献家族従業者， 5従業上地位分類の不能者〕
は，決議では，有給雇用の仕事と自営就業の仕事の 2区分を基礎として，主要
区分 (ICSE-93のグループ）として，前記の区分に生産者共同組合員を加えた 6
区分に修正された (1被傭者， 2使用者， 3自営業者， 4生産者共同組合員， 5貢献
家族従業者， 6地位別分類の不能者）。無給家族従業者の区分は，今日の Gender
問題の視点から，経営における各々の家族従業者の同等の役割を評価し，貢献
家族従業者として区分された。
改正 ICSEの二重の分類標識による副区分の提案は， その分類基準の複合
性と区分の重複性などの論点がだされ，また各国の異なる雇用関係とその実施
上の困難さから，決議では「特殊グループの統計処理」として別掲され，その
具体的処理は各国に委ねられた。今後，これらのグループの区分•項目につい
ては，そのガイドラインに基づく各国の経験と検証の蓄積により， ICSE改定
案の細目の検討が継続されることになっている。世帯の従業上地位分類の決議
は今回は見送られた。また決議で採択された主要区分にかんするデータの収集
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と加工が「国際的報告」として各国に勧告された。
第15回 ICLSの国際従業上地位分類 (!CSE)にかんする決議の内容は，国際
比較の可能性のうえでの最小限の共同認識の枠組みにとどまっている。しかし
今回の改正 ICSEの背後，基礎には，前記のように， 現代の資本主義の生産
関係，雇用問題，不安定就業問題を反映しようとする従業上地位分類の基本概
念と分類基準（二重の分類標識）の理論的規定がある。今後の ILOを中心とす
る国際的統計専門機関と各国の統計組織における従業上地位分類をめぐる理論
的， 実践的研究・経験の蓄積とその調査研究の発展が期待される。 また改定
ICSEに対応る日本の従業上地位分類の改正の動きが期待される。
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